
令 和 ６ 年 度 予 算 概 算 決 定

水産基盤整備事業予算の概要

令 和 ６ 年 ３ 月
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R５’予算額 R６’予算案 対前年比

72,906                       72,976                       1.00

直轄特定漁港漁場整備事業 17,080                        16,930                        0.99

　　　うちフロンティア漁場整備事業 1,550                          1,400                          0.90

　　　うち直轄漁港整備事業 15,530                        15,530                        1.00

水産物供給基盤整備 29,866                        29,905                        1.00

　　水産流通基盤整備事業 11,913                        11,616                        0.98

　　水産物供給基盤機能保全事業 13,524                        14,072                        1.04

　　漁港施設機能強化事業 4,429                          4,217                          0.95

水産資源環境整備 21,280                        21,846                        1.03

　　水産環境整備事業 11,698                        12,226                        1.05

　　水産生産基盤整備事業 9,582                          9,620                          1.00

漁村総合整備 1,847                          1,759                          0.95

水産基盤整備調査（直轄・補助） 515                             515                             1.00

作業船整備費 18                               18                               1.00

後進地域補助率差額 2,300                          2,003                          0.87

　　※計数は四捨五入によっているので、端数においては合計とは一致しない場合がある。

令和６年度水産基盤整備事業概算決定の内訳
(金額単位：百万円)

　水産基盤整備事業

事　項
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持続可能なインフラ管理に向けた漁港ストックの適正化の推進 

＜水産物供給基盤機能保全事業の拡充＞ 
 

１．目的 

漁港施設は、我が国の水産業の発展と水産物の安定供給の基盤として、昭和 25 年

の漁港法の制定を契機にこれまで整備を進めてきたところである。これまでに整備し

た漁港施設は、昭和 50 年代前後に建設されたものが多く、建設後の時間経過に伴っ

て、老朽化が進行し、修繕・更新すべき時期を迎えた施設が増加している。このよう

な傾向は、今後も継続するものと見込まれており、維持管理・更新等に係る費用の増

大が課題となっている。 

現在、「事後保全型」の老朽化対策から損傷が軽微である早期段階に予防的な修繕

等を実施する「予防保全型」の老朽化対策への転換を図り、施設の長寿命化とライフ

サイクルコストの縮減を推進しているところである。 

今後、人口減少が進み、漁業者の減少等といった社会構造の変化が見込まれる中、

持続可能なインフラ管理に向けて、新技術等を活用した維持管理・更新等の高度化・

効率化を進めるとともに、施設の機能・役割等を長期的な視点で見直し、対策の優先

順位の設定等を行いつつ、施設の利用実態に即した漁港機能の集約・再編、既存施設

の統廃合等によるストックの適正化に取り組むことが必要である。 

このため、水産物供給基盤機能保全事業において、予防保全型の老朽化対策と漁港

ストックの適正化対策を一体的に推進し、漁港のライフサイクルコストの縮減を図

る。 

 

２．拡充の内容 
水産物供給基盤機能保全事業において、以下の内容を実施できるよう拡充する。 

 

（１） 予防保全型の老朽化対策と漁港ストックの適正化対策を一体的に推進するた

めの機能保全計画の見直し 
 

（２） 機能保全計画に基づく漁港ストックの適正化のための保全工事として行う改

良・補修・規模適正化・除却 

 

 

３．採択要件 

既存事業と同様 

 

① 第３種又は第４種漁港であること。 

② 第１種又は第２種漁港にあっては、１漁港あたりの港勢が次のいずれかを満たす

こと。（利用漁船の実隻数又は登録漁船隻数が 50 隻程度以上、陸揚金額 1 億円

程度以上） 等 

 

４．事業実施主体 

既存事業と同様（都道府県、市町村、水産業協同組合） 

 

５．補助率 

既存事業（水産物供給基盤機能保全事業）と同様（１/２等） 
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持続可能なｲﾝﾌﾗ管理に向けた複数漁港間での漁港ｽﾄｯｸの適正化の推進 

＜水産物供給基盤機能保全事業の拡充＞ 
 

１．目的 

漁港の整備は、これまで生産又は流通に一体性を有する範囲の複数の漁港間におい

て、その漁港機能の役割分担等を踏まえた漁港整備の方向性を踏まえて、拠点漁港へ

の陸揚げ・集出荷機能の強化や一定規模以上で水産業が営まれている漁港の機能保全

対策等、投資の重点化を図りつつ進めてきたところである。 

近年は、昭和 50 年代前後に建設された多くの漁港施設の老朽化が進み、更新や維

持管理費用が増大しており、また、今後、人口減少など社会情勢の変化によって一部

の漁港やその施設では低利用の施設が発生する事態が懸念される。 

このため、複数漁港間での漁港ストックの適正化に向け、関係する漁港管理者等が

連携し、予防保全型の老朽化対策と漁港ストックの適正化対策を一体的に推進するこ

とで、漁港のライフサイクルコストの低減を図る。 

 

２．拡充の内容 

水産物供給基盤機能保全事業において、以下の内容を実施できるよう拡充する。 
 

（１）予防保全型の老朽化対策と漁港ストック適正化対策を一体的に推進するための 

     機能保全計画の見直し 
 

（２）機能保全計画に基づく漁港ストックの適正化のための保全工事として行う改良 

     ・補修・規模適正化・除却 
 

（３）複数事業主体による事業基本計画の作成 

 

３．採択要件等 
（１）事業の対象地域 

漁港機能の関係性及び地理的な一体性を有する複数の漁港間で、機能分担及び

ストックの適正化が図られる漁業地域 

（２）事業の要件 

① 漁港間の機能分担及びストックの適正化に向け中核的な役割を担う漁港の港

勢が以下の港勢要件を満たし、又は本事業の実施によって満たすことが見込

まれる場合 

② 水産物の共販等のための集出荷ネットワークが形成される漁業地域の港勢

（各漁港の港勢の合計）が以下の港勢要件を満たす場合 

[港勢要件] 

利用漁船の実隻数又は登録漁船隻数が 50 隻程度以上、陸揚金額 1 億円程

度以上  

※ ①、②ともに事業対象となる漁港は、１漁港あたりの港勢が属地陸揚量又は

属人漁獲量の直近３ヶ年平均が 40 トン以上のものに限る。 

 

４．事業実施主体 

既存事業と同様（都道府県、市町村、水産業協同組合） 

 

５．補助率 

既存事業（水産物供給基盤機能保全事業）と同様（１/２等） 
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漁港のカーボンニュートラルの推進 

～ 漁港カーボンニュートラル推進事業 ～ 
 

１．目的 

流通拠点漁港では、近年、輸出促進や競争力強化に向けた衛生管理・流通機能の強

化を行っており、高度な衛生管理に対応した荷さばき所、製氷施設、冷凍・冷蔵施設、

加工施設の整備に伴って漁港からの CO2 排出量が増加している。 

このような中、令和２年 10 月に政府は、2050 年までに、温室効果ガスの排出を全

体としてゼロにするカーボンニュートラルの実現を目指すことを宣言しており、CO2

排出抑制対策が急務となっている。また、漁港漁場整備長期計画では、漁港・漁場に

おいて、環境負荷の低減や脱炭素化に向けた対応による貢献を目指すこととし、さら

に、令和３年５月に農林水産省は、「みどりの食料システム戦略」を策定し、カーボ

ンニュートラル等の環境負荷軽減のイノベーションを推進することとしている。 

このように社会の共通課題としてカーボンニュートラルの取り組みが強く求めら

れていることから、漁港のカーボンニュートラルの実現に向けて、現状の CO2 排出量

を見える化し、これに基づいて漁港管理者、地元市町村、地元漁業者、加工業者等が

一体となって CO2 の排出抑制と CO2 の固定に取り組む体制づくりや取組手段の充実が

課題となっている。 

このため、漁港のカーボンニュートラルの実現に向けて、高度衛生管理への対応や

集出荷機能の再編・集約等に伴って CO2 排出量が多い流通拠点漁港において、 「漁

港カーボンニュートラル推進事業」として、漁港管理者等が作成する脱炭素化に向け

た漁港機能高度化計画に基づく CO2 の排出抑制対策と固定化対策を一体的に推進す

る。 

 

２．事業の内容 
水産基盤整備事業において、漁港管理者等が作成する脱炭素化に向けた漁港機能高

度化計画に基づく場合、 「漁港カーボンニュートラル推進事業」として、流通拠点

漁港において以下の内容を実施できるよう拡充する。 

 

① 漁港施設への脱炭素機能向上のための藻場造成機能の付加とこれと一体

的な藻場造成 
 

水産基盤整備事業の漁港整備メニューに、漁港施設への脱炭素機能向上の

ための藻場造成機能の付加とこれと一体的な藻場造成を追加 

 

② 脱炭素機能向上のための漁港機能高度化対策への優先配分（水産基盤整備

事業、漁港機能増進事業） 
 

水産基盤整備事業及び漁港機能増進事業において、脱炭素化に向けた漁

港機能高度化計画に基づく事業について予算の範囲内で優先配分 

 

３．事業実施主体 

国、都道府県、市町村、水産業協同組合 

 

４．補助率 

既存事業と同様の補助率（１／２等） 
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【参考１】 

令 和 ５ 年 度 補 正 予 算 の 概 要

水 産 基 盤 整 備 事 業
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【参考２】 

令和６年度概算決定及び

令和５年度補正予算の概要

漁港機能増進事業＜非公共＞
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